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　厚生労働省の「組織の変動に伴う労
働関係に関する対応方策検討会」（座
長＝鎌田耕一・東洋大学法学部教授）
は４月13日、報告書をまとめ公表した。
会社分割や事業譲渡といった組織の変
動に際し、労働者を保護するために必
要な対応方策について、平成28年１
月以降４回に渡り議論してきたもの。
報告書を踏まえ、同省では今後、労働
契約承継法に基づく施行規則（省令）
や指針（告示）の改正、また、事業譲
渡及び合併に係る新たな指針（告示）
の策定等を進めることにしている。
　「会社分割」や「事業譲渡」「合併」
など組織の変動をめぐっては、労使間
の労働関係に大きな影響が及ぶことか
ら、これまでもそのあり方について議
論し、一定の対応がなされてきた。
　「会社分割」については、平成12年の
商法改正による「会社分割制度」の創
設に併せ、労働契約の承継等を含めた
労働者保護に係る立法措置として、「会
社分割に伴う労働契約の承継等に関す
る法律」が制定（平成12年法律第103
号）、施行（平成13年４月）された。
　また、「事業譲渡」や「合併」に関
しては、「企業組織再編に伴う労働関
係上の諸問題に関する研究会」報告（平
成14年８月）で「法的措置を講ずる
ことは適当ではない」とされ、平成
15年４月に、事業譲渡や合併に伴う
労働関係上の問題に係る基本的な考え
方を示した「営業譲渡等に伴う労働関
係上の問題への対応について」（各都
道府県労働局長宛て厚生労働省大臣官

房地方課長・政策統括官通知）が、発
出されるなどした経緯がある。
　しかしながら、その後10年余りが
経過し、この間に会社法（平成17年
法律第86号）等が整備されたほか、
組織の変動に伴う労働関係をめぐる裁
判例も蓄積してきた。そこで、平成
26年12月に学識経験者で構成する「組
織の変動に伴う労働関係に関する研究
会」が設置され、組織の変動に伴う労
働関係の諸課題の整理や新たな対応の
必要性の検討を行い、平成27年11月
20日に報告書（以降、「研究会報告書」）
がまとめられた。これを参考にしつつ、
組織の変動に係る労働者保護に実効あ
る政策を実施するため、必要な対応方
策について議論・検討してきたのが「組
織の変動に伴う労働関係に関する対応
方策検討会」である。

事業譲渡及び合併に関する新
たな指針等も策定へ

　このほどとりまとめられた報告書
（以降、「対応方策検討会報告書」）で
は、改めて「会社分割、事業譲渡といっ
た組織の変動は、事業の選択と集中、
事業効率性の向上等を通して、企業価
値の向上やグローバル化に対応する等
の戦略的な観点からなされるものであ
る一方、労働者にとっては、雇用や労
働条件の変更等、それに伴い被る影響
は小さくない」と指摘。そのうえで、「会
社法等の法整備の状況や裁判例の蓄積
等も踏まえて、一定の対処が必要な事
項も生じていること等から、円滑な組

織再編とのバランスに留意しつつ、労
働者保護に実効ある政策を実施するこ
ととし、承継法に基づく施行規則及び
指針の改正並びに事業譲渡及び合併に
関する新たな指針の策定等により、下
記の事項に掲げる措置を講ずることが
適当である」と提起した。

「組織の変動に伴う労働関係に関
する対応方策検討会」報告書より

会社分割
引き続き「事業」単位で判断を

　提起された内容を具体的に見ると、
「会社分割」については、承継法施行
規則及び承継法指針の改正等を通じ、
次の八つの措置を講じる必要があると
している。
　まず、会社法の制定による会社分割
制度の改正等を踏まえた対応としては、
①承継法上の主従事労働者の判断基準
は、労働者保護の観点から、引き続き
「事業」単位で判断することとし、併
せて「事業」の考え方を明らかにする
こと、②５条協議（労働者との個別協
議）の対象に、承継される不従事労働
者を加えること、③債務の履行の見込
みについて、７条措置（労働者全体の
理解と協力を得る措置）及び５条協議
で説明し、理解を得ることについて、
周知を行うこと、④債務の履行の見込
みのない分割に伴う労働者の承継等が
生じ得るため、会社制度の濫用に対す
る法人格否認の法理の適用の可能性等
について周知、紹介することを挙げた。
　また、⑤最高裁判決で示された５条

労働契約承継法に基づく施行規則と指針の改正
等を提起 ――厚労省検討会報告書
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協議の法的意義を周知することや、⑥
転籍合意により労働契約を移転する場
合でも、承継法上の手続は省略できな
いこと等を周知すること、労働者への
通知事項に会社分割による労働条件の
承継に関することを含めることが適当
とした。
　さらに、「会社分割」時の労使間の
協議等に関する留意事項として、⑦５
条協議及び７条措置に関するさらなる
周知とともに、団体交渉権や団体交渉
に応ずべき使用者に関する裁判例等の
考え方等について、周知・紹介を行う
ことが適当としたほか、⑧労働協約の
承継の取扱いや異議申し出に対する不
利益取扱いの禁止について、周知を行
うことが適当としている。

事業譲渡及び合併
新たな指針を策定へ

　一方、「事業譲渡」については、そ
もそも特定承継であり、労働契約の承
継には労働者の同意が必要とされてい
ること等から、これまで労働者保護の
ための固有の法的措置は講じられてこ
なかった。ただ、労働者の雇用や労働
条件に大きな影響を与えることも少な
くなく、労働契約の承継あるいは不承
継等をめぐり紛争に発展する事例も生
じていることから、「労働者個人の同
意の実質性を担保し、また現場の労使
間での納得性を高めるための労使間の
自主的なコミュニケーションを促進す
るため、留意すべき事項に関するルー
ルを整備する必要がある」として、事
業譲渡及び合併に係る新たな指針を策
定し、会社が事業譲渡を行う際の労働
者との手続や労働組合等の間の集団的
手続等に関して、留意すべき事項を示
すことが適当とした。
　具体的な留意事項として、労働者と
の間の手続き等の面では、①労働契約
の承継には労働者の個別の同意が必要

であること、その際、事業譲渡に関す
る全体の状況や譲受会社等の概要等を
十分に説明することが適当であること、
労働条件の変更についても労働者の同
意を得る必要があること等を挙げた。
また、②労働契約の承継への不同意の
みで解雇が可能となるものではない等、
解雇権濫用法理等を踏まえた事項のほ
か、③労働者の選定について労働組合
員に対する不利益取扱い等を行っては
ならないことや、裁判例における労働
契約の承継の有無や労働条件の変更に
関する個別の事案に即した救済の状況
を示す必要があるとしている。
　さらに、「事業譲渡」時の労働組合
等との間の集団的手続等については、
④過半数組合等との協議等の方法に
よって、労働者の理解と協力を得るよ
う努めること、その際、事業譲渡を行
う背景・理由、債務の履行の見込みに
関する事項等を対象事項とすること、
⑤団体交渉権や団体交渉に応ずべき使
用者に関する裁判例等の考え方等（譲
受先を使用者として認めた命令例も含
む）を周知等することが適当とした。
　このほか、「合併」をめぐっては、
⑥合併により消滅する会社等の労働者
の労働契約は存続会社等に包括承継さ
れること、このため、労働条件もその
まま維持されることを周知することが
適当とした。

「組織の変動に伴う労働関係に関
する研究会」報告書より

会社分割
影響大きい会社法の制定に伴う改正

　そうした提起がなされた背景につい
ては、昨年11月にまとめられた「研
究会報告書」を通じて、理解すること
ができる。
　まず、「会社分割」については、平
成17年の会社法制定（平成18年５月

施行）による改正事項等の影響が大き
いとされている。そもそも「労働契約
承継法」は、「会社分割」に伴う労働
契約の承継について、労働者・労働組
合等への通知や協議・異議申し出の手
続き、効力等を定めるもの。労働契約
の承継いかんについては、（ⅰ）承継
される事業にその労働者が主として従
事しているか、（ⅱ）分割契約等に労
働契約を承継する旨の定めがあるかで
規定してきた。しかしながら、会社法
の制定に際し、会社分割の対象は「営
業（事業）の全部または一部」から、「事
業に関して有する権利義務の全部また
は一部」に改正された。これに伴い、
少なくとも理論上は、従来の「事業」
に該当しない（有機的一体性のない）
権利義務であっても、会社分割の対象
にすることが可能になり、「主従事労
働者」の判断基準をどうするかが問わ
れることとなった。
　また、承継される事業に全く従事し
ていない労働者（不従事労働者）につ
いても、分割契約等に承継の定めを置
くことが可能になったため、不従事労
働者で承継される者をいわゆる５条協
議（承継する事業に従事する労働者と
の個別協議の義務規定）の対象外とし
たままで良いかが問われた。さらに、
会社法の制定に伴い、分割会社及び承
継会社等の事前開示事項が「債務の履
行に関する事項」に改められ、債務の
履行の見込みがない場合でも分割の効
力は否定されず（学説上は反対説もあ
る）、債務超過分割も可能とされた。
そうした制度を前提にすると、不採算
事業とともに承継される・残留する労
働者への対応をどうするかが課題にな
る。「対応方策検討会報告書」で提起
された①～④（先述）は、こうした課
題等に対応するものである。
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近年の裁判例等も踏まえた対応

　一方、承継法制定以降等の裁判例等
の動向として、「会社分割」の個別的
労働関係に関するものについては、
（ア）日本アイ・ビー・エム（会社分
割）事件（最高裁平22.7.12判決）や、
（イ）阪神バス（勤務配慮・本訴）事
件（神戸地裁尼崎支部平26.4.22判決）
が見られてきた。このうち（ア）では、
５条協議の趣旨について、「労働契約
の承継のいかんが労働者の地位に重大
な変更をもたらし得るものであること
から、分割会社が分割計画書を作成し
て個々の労働者の労働契約の承継につ
いて決定するに先立ち、承継される営
業に従事する個々の労働者との間で協
議を行わせ、当該労働者の希望等をも
踏まえつつ分割会社に承継の判断をさ
せることによって、労働者の保護を図
ろうとする趣旨に出たものと解され
る」としたうえで、５条協議が全く行
われなかった場合や著しく不十分な場
合には、個別に労働契約の承継の効力
を争えるなどとした。
　また、（イ）は会社分割の際に、分
割会社が主従事労働者に対して、承継
法に基づく通知等の手続きを行わず、
転籍合意方式によって転籍させ、その
際、労働条件の不利益変更を行った事
案である。判決では、「転籍に係る同
意が得られたからといって上記通知等
の手続の省略が当然に許されるものと
は解されない」と指摘。そのうえで、
分割会社との労働契約の合意解約及び
承継会社との労働契約は、「いずれも
公序良俗に反し無効と解するのが相
当」などとした。「対応方策検討会報
告書」でなされた⑤や⑥の提起は、こ
うした動向を踏まえたものとなってい
る。
　さらに、「会社分割」に係る裁判例
等の動向として、集団的労働関係に係

るものについては、（ウ）モリタ・モリ
タエコノス・中央労働委員会事件（東
京地裁平20.2.27判決）や、（エ）国・
中労委（阪急交通社）事件（東京地裁
平25.12.5判決）が挙げられる。（ウ）は、
下級審裁判例だが、設立会社が労働組
合員の労働契約関係を承継したことに
伴い、支配介入に関する不当労働行為
責任を承継する、また、分割会社は分
割を理由として使用者の地位を失うこ
とはないとされた事案。また、（エ）は、
会社分割による派遣就業関係の承継に
伴い、労働組合法上の使用者としての
地位も、労働組合員との間の派遣就業
関係に付随して承継会社に承継される
とされた事案である。会社分割に関連
する労働組合法上の参考事例として、
周知・紹介される見通しになっている。

事業譲渡及び合併
承継ルールの設置は「未だ慎重に考える

べき」

　一方、「事業譲渡」をめぐっては、
労働契約についても他の債権債務と同
様に個別承継であり、労働者の同意が
必要とされている。しかしながら、「研
究会報告書」によれば、労働契約の承
継や労働条件の変更を巡る裁判例が見
られるほか、近年、会社法の制定によっ
て、事業譲渡と会社分割の性格・態様
がより類似してきているとの指摘もあ
る。
　そこで、現行の仕組みのままでは労
働者が承継されない場合に不利益が生
じるとして、ＥＵ諸国と同様に、ある
いは承継法と同様に、「事業譲渡」に
ついても、労働契約の承継ルールを導
入するべきとの指摘があるが、（ⅰ）
仮に労働契約の承継ルールを導入し、
全労働者の承継を強制した場合には、
譲渡契約の成立が困難となり、保障で
きたはずの雇用がかえって保障されな
くなるという事態が生じる恐れがある

等の議論が、ＥＵ諸国や「企業組織再
編に伴う労働関係上の諸問題に関する
研究会」報告でもなされている。
　また、（ⅱ）事業譲渡は法律上の定
義がなく、実態としては営業用の財産
や商号のみの譲渡もあり得るなど多種
多様のケースが想定されるため、そも
そも対象となる事業譲渡の範囲・定義
の確定が困難であり、こうした状況下
で当該承継ルールを導入しても、予測
可能性が担保できず、法的安定性が害
される。
　さらに、（ⅲ）会社分割は分割契約
等に定めた種々の権利義務を組織的行
為によって包括承継するものである一
方、慎重な債権者保護手続を要するの
に対し、事業譲渡では個別の権利義務
を選定し、その承継条件を含めて個々
に合意して移転するという性格の違い
があり、企業組織の再編に当たっては
それぞれの性格に応じて選択して活用
されているとの指摘もある。
　また、事業譲渡についても裁判等で
は個々のケースの事情に応じた柔軟な
解決がなされている中で、承継法と共
通の規制を及ぼすといったスキームに
することは、将来の雇用の確保にもつ
ながるような有用な組織再編への影響
や、全体としての雇用維持の観点から
も慎重な検討を要すると考えられる。
　こうしたこと等から、「研究会報告
書」では、「事業譲渡にそのような労働
契約の承継ルールを設けることについ
ては、未だ慎重に考えるべき」などと
指摘。そのうえで、労使で留意すべき
事項として、例えば指針を定め、取り組
みを促していくことが考えられるなど
とした。
　そうした中で今般、「事業譲渡」及
び「合併」に係る新たな指針を策定し、
①～⑥（先述）を周知する必要がある
とされた。� （調査・解析部）


